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系統農協の農村管理体制への発展(5)

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































柄.EJH〔業 潔 潔 %35.7 75.9 69.5
うち生産餌付 75.4 80.5 78.5
飼 料 52.9 89.0 91.1
肥 料 92.5 90.8 85.4
薬 農 作 72.4 75.0 94.4
Jl% 機 46.9 75.4 65.1
石 ～巾 49.6 86.6 91.3
′ト座餌付 15.0 65ー1 45.5
Rli克一!.;莱 58.7 91.5 65.2
うち 政lj米 95.4 100ー0 100.0
Frli三米 93.9 100.0 99.6
野 菜 45.1 92.8 51.0
災 Ji: 50.9 89.5 49.8
生 乳 57.1 95.2 19,3
鶏 卵 20.5 86.2 56.5
肉 牛 51.1 81.0 36.0



















































































































































































































































農 家 農 協 経済通 仝 農
構'rH.i業 % % 形 .%100 35.7 27.0 17.5
内生産餌付 100 75.4 64.6 46.2
飼 料 100 52.9 46.4 39.6
肥 料 100 92.5 84.0 71.6
農 薬 loo 72.4 49.2 45.0
1農 機 100 46.9 36.1 20.7
Li油 100 49.6 44-.6 42.6
'J-A_活餌付 100 15.0 7.5 2.7
販売Lj';莱 100 58.8 50.6 35.0
lJl政 f.f米 100 95.4 95.4 95.4
F'1主米 100 94.4 94.4 93.9
野 菜 100 45.1 40.8 23.5
架 Lii: 100 50.9 28.6 18.3
肉 牛 100 51.5 35.0 19ー7
肉 豚 100 38.0 30.9 13.1
l:_SL~ 100 57.1 56.0 8.9
鶏 卵 100 20.5 27.9 24.3
(.iIA_)･全LI!総合企両部 F系統経済lj.;莱)1!礎枕.汁1983年版』,
農水/JTF総合I]空似枕.AltlJiLlによるO′L=.活hA'材はiu]笠
の推定伯による (同上P231)0 ′l:.庶酌材fl空家購Ll"t'I.':;
はE等水'fiF農業,Li珪家の社会物IiiとL]法家経済』の｢Jl笠
業財貨サービス投入研｣からrほ細.-粁L,l笠業サービ
スを除いた数lLli'Q農家農産物販売鰍 よrF7日･_｢出席物
販売朋｣による｡
(手数料)を受取り,また供給代金の決済機構の
役割をひき受けることになる｡肥料会社としては,
系統農協と対抗する商人系供給機構も-定の程度
において必要であるが,実需を背景とした全農が
名目上72%という高い占有率を保証することも,
けっして不利益ではない｡
3.肥料業界と緊密な関係をもち,時としては
利害を分ち合う関係において,全農が独自な地位
を保ちうるには,実需代表の立場を名実ともに確
立することである｡農家の購入予約を基礎にして
農協,経済連まで集積された予約契約数量の全農
-の集中によって,全農の実需代表の地位が形式
的に成立する.1981年度にはじまる ｢面積予約協
同購入運動｣は,全農の肥料会社に対する実需代
表の地位を保証するとともに,全農の肥料事業計
画を裏づけ,また,経済連と農協の現物について
の責任取引を保証するものでもある｡この予約集
積は全農の要請にはじまり,予約推進自体が全農
から経済連,農協に波及するという順序を追い,
現状では一般に農協どまりであって,農家の予約
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を裏づけとすることができず,農協の見込数量を
基礎にせざるを得ない状況にある｡
4.系統3段階がそれぞれ高い市場占有率を保
つ状況は,以上の考察によると,農協の強い競争
力による高い市場占有率を基礎として生じたもの
とは云い難い｡それとは逆に,全農と肥料業界と
の緊密な関係,法制上行政指導上の全段の地位に
由来する,全農の肥料卸売企業としての独占的な
地位が,経済連と農協の段階での市場占有率の高
さを結果したと云える｡そして全農と経済連の事
業量のうち相当部分が ｢メーカー推進｣による名
目的事業量であることも指摘しておきたい｡
米穀と肥料は系統農協における利用関係の ｢基
本型｣とよばれる品目である｡こ?基本型の利用
関係を,すべての購買,販売の品目に普及する意
味で理解するならば,こうした3段階全利用に適
さない流通事情にある他の品目は,早晩,系統農
協流通の圏外に去っていくであろう｡しかし,こ
のことを系統3段階制を支える事業と品目が,3
段階全利用の ｢基本型｣をしめす米穀と肥料であ
ると理解するならば,それは一つの見識である｡
この系統3段階制は,単純な農協組織体系ではな
く,全農を媒介として政府,独占体と結合し,全
農の地位が法制と行政指導によって保証される,
一種の社会経済体制である｡また肥料に代表的に
みられるように,生産の集積が進み,集積を基礎
にした集中,産業独占が成立した資本主義の現在
の段階では,全農のような農村購買力を背景にし
た流通独占体の成立はまた不可避でもある｡その
意味で米穀と肥料の事業体制にみる,全利用的な
系統農協の制度と各段階での高い市場占有率,そ
れを基礎にした流通の計画化は,まさに現代資本
主義の所産と云うべきであろう｡このような系統
農協制度なしには,産業の分野で成立した巨大独
占体は500万戸におよぷ零細な家族経営農家と,経
済的に結合することができないからである｡
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